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１．一般会計の予算規模

令和７年度当初予算案 ５，６３６億５７百万円
[ 令和６年度当初予算比 ＋１９６億７５百万円 ＋３．６％ ]

（参考）

令和７年度当初予算案＋令和６年度２月補正予算案（開会日提出分）
５，７６４億３８百万円

令和６年度当初予算＋令和５年度２月補正予算（開会日提出分）比
＋２６３億５３百万円 ＋４．８％

１

表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある



２．歳入予算の概要

◆主要な一般財源（県税等、地方交付税の合計）は、＋１０２億円の増。

◆奈良県立医科大学の教育・研究部門移転整備の進捗等により繰入金

が減少（△３５億円）。

◆文化会館の再整備や消防防災ヘリコプターの更新等により、投資的

経費の財源に充てる県債が増加したことから、県債が増加

（＋１１０億円）。

２

表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある

（単位：百万円、％）

増 減 額 増 減 率

１ 132,800 123,800 9,000 7.3 

２ 59,413 54,759 4,654 8.5 

３ 28,645 26,038 2,607 10.0 

４ 800 4,200 △3,400 △81.0 

５ 175,700 176,400 △700 △0.4 

６ 300 300 0 0.0 

７ 1,557 1,243 314 25.3 

８ 6,937 7,149 △212 △3.0 

９ 61,680 61,107 573 0.9 

１ ０ 2,303 2,696 △393 △14.6 

１ １ 226 195 31 15.7 

１ ２ 28,282 31,806 △3,523 △11.1 

１ ３ 500 500 0 0.0 

１ ４ 12,018 12,299 △281 △2.3 

１ ５ 52,497 41,490 11,006 26.5 

１ ６ 0 2,000 △2,000 皆 減  

563,657 543,982 19,675 3.6 

397,358 387,197 10,161 2.6 

比 較令 和 ７ 年 度
当 初 予 算 案

うち主要な一般財源
（１～５、１６）

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別
交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

計

区　　　　　　　分
令 和 ６ 年 度
当 初 予 算 額

諸 収 入

県 債

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

県 税

地 方 消 費 税 清 算 金

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

財 産 収 入



県 税 等

地方交付税＋
臨時財政対策債

２２１，６５８ ［２０８，７９７］ ＋１２，８６１ ＋６．２％

・県税は、株式市場の好調による株式等譲渡所得割県民税の増（＋2,701）、

前年度の定額減税の影響による個人県民税の増（＋2,345）、企業業績の

好調による法人事業税（＋2,143）及び法人県民税（＋153）の増などにより

増加する見込み。

・地方消費税清算金と地方譲与税は、地方財政計画と同様、増加する見込み。

・地方特例交付金は、定額減税減収補てん特例交付金の減（△3,300）などに

より減少する見込み。

県税 １３２，８００［１２３，８００］ ＋ ９，０００ ＋ ７．３％

地方消費税清算金 ５９，４１３［ ５４，７５９］ ＋ ４，６５４ ＋ ８．５％

地方譲与税 ２８，６４５［ ２６，０３８］ ＋ ２，６０７ ＋１０．０％

地方特例交付金 ８００［ ４，２００］ △ ３，４００ △８１．０％

計 ２２１，６５８［２０８，７９７] ＋１２，８６１ ＋ ６．２％

１７５，７００ ［１７８，４００］ △２，７００ △１．５％

・県税等の収入増が見込まれることから、地方交付税は減少する見通し。

・臨時財政対策債は、地方財政計画において、制度創設以来、初めて発行額が

ゼロとなったことから、本県においても皆減（△2,000）。

地方交付税 １７５，７００［１７６，４００］ △ ７００ △ ０．４％

臨時財政対策債 ０［ ２，０００］ △ ２，０００ 皆 減

計 １７５，７００［１７８，４００] △ ２，７００ △ １．５％

単位：百万円、［ ］内は令和６年度当初予算額

３

使用料及び手数料 ６，９３７ ［７，１４９］ △２１２ △３．０％

・高校授業料の無償化について、年収の目安が９１０万円以上の世帯への支援

を「扶養する２３歳未満の子が３人以上の世帯」から「２人以上の世帯」に対象

を拡大することによる県立高校授業料の減（△66）。



県 債 ５２，４９７ ［４１，４９０］ ＋１１，００６ ＋２６．５％

・事業の進捗等により、投資的経費等の財源に充てる県債が増加。

防災対策事業債（＋4,679）、文化会館整備事業債（＋3,356）、

臨時単独道路整備事業債（＋2,416）、高等学校建設事業債（＋931）、

デジタル活用推進事業債（＋381）、土木施設災害復旧事業債（△654） など

・臨時財政対策債（△2,000）は皆減。

・県債の発行にあたっては、今後の公債費負担の軽減を図るため、極力、交付

税措置がある有利な地方債を活用。

令和７年度末県債残高見込み ８，７４６億円 （対６年度末見込比 △ ８４億円）

（うち交付税措置のない県債残高 ３，４５６億円 （対６年度末見込比 ＋ ７８億円））

繰 入 金 ２８，２８２ ［３１，８０６］ △３，５２３ △１１．１％

・公立小・中学校等における生徒１人１台端末を整備するため、公立学校情報
機器等整備基金繰入金を活用（＋3,639）。

・令和６年度に国から措置された臨時財政対策債償還基金費を県債管理基金

に積立て、臨時財政対策債の償還に活用（＋1,431）。

・県立医科大学の教育・研究部門移転整備の進捗により、医大・病院機構等

整備等基金繰入金が減少（△9,879） 。

・財政調整基金からの繰入れは２０億円（＋2,000） 。

４

単位：百万円、［ ］内は令和６年度当初予算額

国庫支出金 ６１，６８０ ［６１，１０７］ ＋５７３ ＋０．９％

・参議院議員選挙や国勢調査にかかる国庫支出金が皆増（＋1,726） 。

・一般国道１６９号高原トンネル地すべり災害復旧工事が完了したこと等により、

災害復旧事業にかかる国庫支出金が減少（△1,525）。



３．歳出予算の概要

５

◆義務的経費は、公債費が減少するものの、人件費の増加により、＋２５億円の増。

◆投資的経費は、公共土木施設災害復旧事業（過年度分）が減少したものの、文化

会館の再整備や消防防災ヘリコプターの更新等の単独建設事業費の増加等によ

り、＋１０９億円の増。

◆一般施策経費は､県立医科大学の教育・研究部門移転整備への繰出金等が減少

するものの、社会保障関係経費や県税交付金等の増加等により、＋６３億円の増。

表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある

（単位：百万円、％）

増 減 額 増 減 率

148,981 144,998 3,983 2.7 

う ち 退 職 手 当 6,366 10,132 △3,765 △37.2 

う ち 退 職 手 当 以 外 142,615 134,866 7,749 5.7 

16,304 16,089 216 1.3 

70,239 71,963 △1,725 △2.4 

235,524 233,049 2,474 1.1 

87,708 74,541 13,167 17.7 

補 助 事 業 33,702 34,173 △471 △1.4 

うち一般公共事業費 29,598 29,132 466 1.6 

補助建設事業費 4,104 5,041 △938 △18.6 

単 独 事 業 38,957 24,091 14,865 61.7 

うち単独公共事業費 15,039 13,155 1,884 14.3 

単独建設事業費 23,918 10,936 12,982 118.7 

国 直 轄 事 業 費 負 担 金 12,921 12,958 △37 △0.3 

受 託 事 業 2,129 3,318 △1,189 △35.8 

1,533 3,790 △2,257 △59.6 

89,241 78,331 10,910 13.9 

22,638 20,421 2,217 10.9 

6,631 6,194 438 7.1 

181,804 168,658 13,147 7.8 

う ち 県 税 交 付 金 等 57,976 53,070 4,906 9.2 

1,448 16 1,433 著 増 

2,584 3,284 △700 △21.3 

5,928 6,273 △346 △5.5 

17,658 27,633 △9,975 △36.1 

200 123 77 62.9 

238,892 232,602 6,290 2.7 

563,657 543,982 19,675 3.6 

貸 付 金

積 立 金

繰 出 金

予 備 費

計

合　　　　計

一
般
施
策
経
費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

出 資 金

投
資
的
経
費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

計

区　　　　　分
令 和 ７ 年 度
当 初 予 算 案

令 和 ６ 年 度
当 初 予 算 額

比 較

義
務
的
経
費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

計



普通建設事業費

人 件 費

公 債 費

１４８，９８１ ［１４４，９９８］ ＋３，９８３ ＋２．７％
退職手当 ６，３６６［ １０，１３２］ △３，７６５ △３７．２％

退職手当以外 １４２，６１５［１３４，８６６］ ＋７，７４９ ＋ ５．７％

・退職手当は、退職者数の減により減少。

・退職手当以外については、令和６年度人事委員会勧告に伴う給与改定等

により増加。

・従来から交付税措置のない県債の発行を極力抑制してきたことなどにより、

元金は減少。一方、金利の上昇に伴い利子は増加。

７０，２３９［７１，９６３］ △１，７２５ △２．４％

８７，７０８ ［７４，５４１］ ＋１３，１６７ ＋１７．７％

・県民生活や経済活動の基盤となる道路整備の加速化や防災・減災対策等を

推進。

京奈和自動車道の早期全線開通、骨格幹線道路ネットワークの形成、紀伊半島
アンカールートの整備促進、（仮称）奈良インターチェンジ周辺整備、水害・土砂災
害・地震等に備えるための防災・減災対策、インフラ老朽化対策、ならの道 リフレ
ッシュ プロジェクト（舗装）、 消防防災ヘリコプターの更新、防災行政通信ネット
ワークの再整備 など

・文化会館の再整備（＋3,673）、大和平野中央構想の推進に向けた事業用地

の取得（＋1,375）、県立高校トイレピッカピカ５カ年計画の推進（＋844） など。

６

・一般国道１６９号高原トンネル地すべり災害復旧工事の完了などにより減少
（△1,712）。

１，５３３ ［３，７９０］ △２，２５７ △５９．６％災害復旧事業費

単位：百万円、［ ］内は令和６年度当初予算額

新



補 助 費 等 １８１，８０４ ［１６８，６５８］ ＋１３，１４７ ＋７．８％

・引き続き社会保障関係経費が増加。

介護給付費負担金（＋1,027）、障害者自立支援給付（＋876）、

後期高齢者医療保険関係経費（＋857）、障害児通所給付（＋599） など

・公立小・中学校等における生徒１人１台端末を整備する市町村を支援し、

ＧＩＧＡスクール構想を推進（＋3,631） 。

・令和１３年に本県で開催する「国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会」

の開催に向け、競技力の向上を図るとともに、大会準備を推進（＋306）。

・参議院議員選挙関連経費（＋809）、令和７年国勢調査の実施（＋773）など。

・県税等の増収に伴い、県税交付金等が増加（＋4,906）。

物 件 費

・奈良スーパーアプリの運用（＋211） や 県公式ホームページのリニューアル

（＋164）等による行政サービスの提供及び情報発信の強化。

・校外学習で大阪・関西万博を訪れる県内小・中・高等学校等に対し入場料を

支援（＋170） 。

・事務処理システムの更新。

公共工事等事務円滑化関連システム（＋529）、統合財務システム（＋278） など

２２，６３８ ［２０，４２１］ ＋２，２１７ ＋１０．９％

繰 出 金 １７，６５８ ［２７，６３３］ △９，９７５ △３６．１％

・県立医科大学の教育・研究部門移転整備の進捗により、県立医科大学関係

経費特別会計への繰出金が減少（△10,132）。

・維持管理費等市町村負担金単価の設定方法見直しに伴う流域下水道事業費

特別会計への繰出金の増加（＋515） 。

７

単位：百万円、［ ］内は令和６年度当初予算額

新



４．財政の健全性を維持するための主な取組

県税の徴収強化

◇市町村と連携した奈良モデル協働徴収体制の充実
・ 地方税滞納整理本部（税務課）、地方税滞納整理課（中南和県税事務所）の運営

・ 市町村と県との協働徴収体制による県税務職員の市町村派遣

・ 個人住民税の特別徴収の推進 など

◇滞納整理の推進
・ 県税事務所及び自動車税事務所に滞納徴収員を配置

・ 遠隔地の滞納案件にかかる調査の民間委託、預貯金等の照会・回答業務のデジタル化

等による滞納整理の促進 など

◇納税環境の整備等
・ 自動車保有関係手続きのワンストップサービスの実施、 自動車税納付確認の電子化、

マルチペイメントネットワーク等を利用した多様な収納手段の提供、共通納税システムの

運用 など

◇ふるさと納税の受入拡大
・ 民間のポータルサイトを活用し、ふるさと奈良県応援寄附金の受入れを促進

・ 奈良県の強みを活かした返礼品の充実、広報の強化

・ 市町村の寄附金受入れ額の増加に向けたＰＲを実施 など

◇有料広告等の導入を推進
・ 「県民だより奈良」裏表紙に広告枠、県公式ホームページにバナー広告枠を設定

・ 橿原公苑野球場、第一体育館にネーミングライツを実施（佐藤薬品スタジアム、ジェイテクト

アリーナ奈良） など

◇使用料・手数料の見直し
・ 建築確認に関する申請手数料等の見直し、 宅地造成または特定盛土等工事許可申請

手数料等の新設 など

税外収入の確保

８

未収金対策の強化

◇民間の債権回収業者等への事務委託
・ 県営住宅使用料（退去者の滞納家賃）、 高校奨学金、母子父子寡婦福祉資金貸付金 など

◇口座振替の実施（高校奨学金等）

新

新



県有資産の有効活用

◇県有資産を経営的な観点から総合的に企画・管理・活用する「ファシリティマネ
ジメント」の推進
・ 未利用資産の活用（売却等）を促進 など

９

給与抑制率 知事 △１０％、副知事・教育長 △５％

自主的な給与抑制措置

◇ ｅＬＴＡＸ公金収納のための財務会計システムの改修等に「（仮称）デジタル
活用推進事業債」を活用

◇高校トイレピッカピカ５カ年計画の推進等に「公共施設等適正管理推進事業債

（長寿命化・ユニバーサルデザイン化）」を活用

◇庁舎や信号機のＬＥＤ化改修等に「脱炭素化推進事業債」を活用

財源措置のある有利な県債の活用

職員定数の見直し

知事部局等 △ ８３人（奈良県水道用水供給事業の廃止） 、
教職員 ＋５７人（通級指導担当教員の増）、警察職員 ±０人

事業効果の高い施策への重点化を図るため、既存事業の見直しを徹底

◇事業の廃止 ４３事業 【△ 257百万円】

◇事業の見直し ６５事業 【△1,182百万円】

◇事業の完了等 ４０事業 【△ 744百万円】

既存事業の見直し徹底

新



諸収入
120(2.1) 

繰入金
283(5.0) 

その他

依

存

財

源

自

主

財

源

地方譲与税 286(5.1)
地方特例交付金 8(0.1)
交通安全対策
特別交付金

3(0.1)

県 税
1,328(23.6) 

歳 入

5,637億円

地方交付税
1,757(31.2)  

国庫支出金
617(10.9)  

3,196
(56.7)  

2,441
(43.3)

地方消費税
清算金

594(10.5) 

県債
525(9.3)  

使用料及び
手数料
69(1.2) その他

46(0.8) 

単位：億円
（構成比 ％）

一般会計歳入・歳出（性質別）の内訳
【参考資料】

単位：億円
（構成比 ％）

人件費
1,490(26.4)  

扶助費 163(2.9)

公債費
702(12.5)

繰出金 177(3.1)

積立金 59(1.1）

物件費その他 336(5.9)

歳 出

5,637億円

投資的経費
892(15.8) 

補助費等
1,818(32.3) 

表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある１０



単位：億円
（構成比 ％）

教育費
1,088(19.3)

福祉保険費
878(15.6)

公債費
704(12.5)

地域創造費
447(7.9)

医療政策費 161(2.9)

警察費
323(5.7)

産業費 167(3.0)

人材・雇用政策費 14(0.2)

環境森林費 104(1.8)

食農費 84(1.5) その他
14(0.2)

歳 出

5,637億円

諸支出金
580(10.3)

総務費
344(6.1)

県土マネジメント費
713(12.7)

災害復旧費 15(0.3)

１１表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある

一般会計歳出（目的別）の内訳
（単位：百万円、％）

増 減 額 増 減 率

１ 議 会 費 1,209 1,248 △39 △3.1 

２ 総 務 費 34,413 26,010 8,404 32.3 

３ 地 域 創 造 費 44,688 39,634 5,054 12.8 

４ 福 祉 保 険 費 87,811 85,225 2,586 3.0 

５ 医 療 政 策 費 16,107 15,461 646 4.2 

６ 環 境 森 林 費 10,355 9,865 490 5.0 

７ 人 材 ・ 雇 用 政 策 費 1,353 1,430 △77 △5.4 

８ 食 農 費 8,411 8,233 179 2.2 

９ 産 業 費 16,692 15,920 771 4.8 

１ ０ 県 土 マ ネ ジ メ ン ト 費 71,339 66,435 4,904 7.4 

１ １ 警 察 費 32,330 32,470 △140 △0.4 

１ ２ 教 育 費 108,802 112,871 △4,069 △3.6 

１ ３ 災 害 復 旧 費 1,528 3,783 △2,255 △59.6 

１ ４ 公 債 費 70,443 72,188 △1,745 △2.4 

１ ５ 諸 支 出 金 57,976 53,086 4,890 9.2 

１ ６ 予 備 費 200 123 77 62.9 

563,657 543,982 19,675 3.6 

区　　　　　　　分
令 和 ７ 年 度
当 初 予 算 案

令 和 ６ 年 度
当 初 予 算 額

比 較

合　　　　計



3,959
3,873

3,774
3,676 3,605 3,577 3,541

3,446
3,355 3,378 3,456

1,165 1,155 1,210 1,200 1,208 1,212 1,273 1,258 1,278 1,272 1,329 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

交付税措置のない県債残高

県税収入額

（R５までは現在高、R６は２月補正予算案（開会日提出分）後、Ｒ７は当初予算案）

2.6倍
交付税未措置額
／県税収入額

（億円）
交付税措置のない県債残高と県税収入額の推移

2.7倍3.1倍 2.7倍3.0倍 3.0倍 2.8倍 2.6倍3.4倍 3.4倍 3.1倍

※Ｒ６及びＲ７の県税収入額には、定額減税減収補てん特例交付金を含む。

※ ※

１２

その他

利子割県民税

個人県民税

定額減税

減収補てん

特例交付金

法人関係税

1,165 1,155

1,210 1,200 1,208 1,212

1,273 1,258 1,278 1,272
1,329

0

200

400
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800

1,000

1,200

1,400

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

県税の推移
（Ｒ５までは決算額、Ｒ６は２月補正予算案（開会日提出分）後、Ｒ７は当初予算案）（億円）



144.6 147.5 150.8 154.7 161.3 168.6 173.7 173.1 177.8 178.4 188.7

152.7 160.5 166.9 173.1 181.9 184.4 188.3 200.4 210.2 219.1
227.7

51.4
54.6 58.2

62.0
65.5 68.2

77.8
80.0

88.1 88.6
97.3

32.1
31.5

30.8
30.1

29.3
28.7

27.9
26.7

25.6 25.7
23.6

131.7
130.4 127.5

127.5
126.9

127.1
127.3

127.8
125.0 127.0

118.1

58.2 56.5 56.9
55.1

54.0 51.4
51.9

52.1
51.3

52.3
51.0

570.8 581.0 591.2
602.4

618.9 628.3
646.9

660.1
678.0 691.1

706.5
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

主な社会保障関係経費の推移
生活保護費

国民健康保険関係事業費

児童手当（子ども手当）負担金

障害者自立支援給付費

後期高齢者医療制度関係費

介護給付費負担金

（億円） （Ｒ５までは決算額、Ｒ６は２月補正予算案（開会日提出分）後、Ｒ７は当初予算案）

表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある
１３

239 255 265 254 241 239 235 242 257 270 252

481
485 487

388

290

138 137 137
160

180
154

720
740 752

642

530

376 373 379

417
450

406
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

財政調整基金・県債管理基金の残高の推移

県債管理基金

財政調整基金

（Ｒ５までは決算額、Ｒ６は２月補正予算案（開会日提出分）後、Ｒ７は当初予算案）（億円）



総務部 財政課
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